
佐賀県新型コロナウイルス感染症自宅療養者等診療体制強化事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 知事は、新型コロナウイルス感染症患者の外来診療等診療体制の強化を図るため、自宅療

養者等診療体制強化事業を行う医療機関に対し、予算の範囲内において補助金を交付することと

し、その補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号。以下「法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭

和３０年政令第２５５号。以下「令」という。）、佐賀県補助金等交付規則（昭和５３年佐賀県規

則第１３号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところによる。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１）自宅療養者等 自宅、宿泊療養施設又は社会福祉施設等で療養している新型コロナウイル

ス感染症の患者又は無症状病原体保有者をいう。ただし、県内で療養している者、かつ、厚

生労働省の定める宿泊療養者等の解除基準を満たしていない者に限る。 

 （２）医療機関 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院又は同

条第２項に規定する診療所をいう。 

 

（交付の対象事業等） 

第３条 この補助金の交付の対象となる事業、補助事業者、補助金額、補助対象期間等は別表のと

おりとする。 

２ 補助事業者は、自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者であってはならな 

い。また、次の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人 

であってはならない。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をも

って暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しく

は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

（補助金の交付申請） 

第４条 規則第３条第１項に規定する補助金交付申請書は、様式第１号のとおりとする。 

２ 前項の補助金交付申請書の提出期限は、知事が別に定める日とし、その提出部数は１部とする。 

３ 当該申請は、事業完了後に申請するものとし、規則第１２条第１項の規定による実績報告を兼

ねるものとする。 

４ 規則第４条第３項に規定する補助金等の交付の申請が到達してから当該申請に係る補助金等の   

交付の決定をするまでに通常要すべき標準的な期間は、３０日とする。 

 

（補助金交付の条件） 



第５条 規則第５条の規定により補助金の交付に付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）法、令、規則及びこの要綱の規定に従うこと。 

（２）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、当該帳簿及び証拠

書類を補助金の額の確定の日の属する年度の終了後５年間保管すること。 

 

 （交付の決定及び額の確定） 

第６条 知事は、申請者から第４条の規定に基づく申請があった場合には、その内容を審査し、適

当と認めたときは、前条に規定する事項を条件に交付決定するものとし、その決定の内容を申請

者に通知するものとする。 

２ 規則第１３条の規定による補助金の額の確定は、規則第４条第１項の規定による交付の決定を

もってこれを行ったものとみなす。 

 

 （補助金の交付方法） 

第７条 この補助金は、精算払により交付する。 

２ 規則第１５条第１項に規定する補助金交付請求書は、様式第２号のとおりとする。 

 

 （補助金の交付の取消し等） 

第８条 知事は、規則第１６条に規定するもののほか、補助事業者が第３条第２項の規定に該当す

ることが判明したとき、又は交付決定後に不正等が判明した場合は、補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定により、交付決定の全部又は一部を取り消した場合には、当該取消しに係る部分に

ついての補助金の返還を命ずることができる。 

３ 規則第１６条及び第１６条の２の規定は第１項の規定により取り消す場合に、規則第１７条か

ら第２１条までの規定は前項の規定により返還を命ずる場合に、それぞれ準用する。 

 

 （雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行し、同年５月７日をもって廃止する。 

２ この要綱の廃止の日までに実施された診療に係る第４条から第８条までの規定は、同日以後も

なお効力を有する。 



別表 

事業名 新型コロナウイルス感染症自宅療養者等診療体制強化事業 

事業概要  自宅療養者等の症状が悪化する等、県が診療を必要と判断した場合に外

来診療又は往診を行った医療機関に対し、補助金を交付する。 

補助事業者 県に対応可能な診療内容等を届け出て、登録された医療機関（令和４

年度の新型コロナウイルス感染症自宅療養者等診療体制強化事業におい

て、県に登録された医療機関を含む。）であって、自宅療養者等に対し

て、県からの要請に基づき、外来診療又は往診を行った医療機関。ただ

し、外来診療は県内の医療機関に限る。 

補助金額 

 

 次により算定された額とする。 

区分 単位 

基準額 

平日 

（昼間） 

夜間、 

土日祝日 

（１）外来診療 １患者あたり 50,000 円 100,000 円 

往診 

（２）自宅 １か所あたり 50,000 円 100,000 円 

（３）社会福祉施設等 １施設あたり 100,000 円 200,000 円 

 

※ 18 時から翌日 8 時前までの間に、外来は患者が来院した場合、往診は

往診場所に到着した場合には、夜間とする。 

※ 電話等情報通信機器による診療は本事業の対象外とする。 

※（１）及び（２）は、同じ患者に対して行った外来診療（往診）の日数 

又は回数に関わらず、初回に行った日時の１患者（１か所）あたりの基 

準額を上限とする。 

※（３）は、施設に往診した初回から当該施設内での感染が終息するまで

の間を１単位とし、その間当該施設内の患者に行った往診の人数、日数

又は回数に関わらず、初回に行った日時の１施設あたりの補助額を上限

とする。 

※宿泊療養施設の療養者に対する診療は、原則として外来診療を本事業の

対象とするが、往診の場合は（２）を適用する。 

 

補助率 10/10 

補助対象期間 令和５年４月１日から令和５年５月７日まで 

その他 （１）県の要請を受けた外来診療又は往診の結果について、別途定める様

式により速やかに県に報告すること。 

（２）県が本事業の実施に関して行う調査等に協力すること。 

（３）県から要請があった場合は、患者のかかりつけの医療機関や施設の

協力医療機関等かどうかに関わらず、正当な理由なく断らないこと。 

 


